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《本教材にについて》 
・本PDFは閲覧・ダウンロードは可能ですが、掲載してある内容を無断複写・

無断転載は禁止します。 

 

・解説動画は、ラジアータインクリース[無料教材]ページからYouTube動画を

ご覧いただけます。 

 

 

《最短最速合格ガイドについて》 
・[最短最速合格ガイド]の詳細についてはラジアータインクリース[FP試験教

材]ページからご覧ください。 

 
 

  



 

 

 

解答にあたっての注意 

 

1.試験問題については、特に指示のない限り、2022 年 10 月 1 日現在施 行

の法令等に基づいて解答してください。なお、東日本大震災の被災 者等に

対する各種特例等については考慮しないものとします。 

 

2.問題は【第 1 問】から【第 5 問】まであります。 3.各問の問題番号は、通し

番号になっており、《問 1》から《問 15》までとなっています。 

 

4.解答にあたっては、各設例および各問に記載された条件・指示に従うもの

とし、それ以外については考慮しないものとします。 

 

5.各問について答を 1 つ選び、その番号を解答用紙にマークしてください。 

 

  



【第 1 問】 次の設例に基づいて、下記の各問《問 1》~《問 3》に答えなさい。  

 
  



《問 1》 はじめに、M さんは、《設例》の<A さんとその家族に関する資料>に

基づき、A さんが老齢基礎年金の受給を 65 歳から開始した場合の年金額

(2022 年度価額)を試算した。M さんが試算した老齢基礎年金の年金額の計

算式として、次のうち最も適切なものはどれか。 

 

 
 

  



【答え】 

●老齢基礎年金の受給要件 

老齢基礎年金は、保険料納付済期間と保険料免除期間などを合算した、受

給資格期間が 10 年以上ある場合に、65 歳から受け取ることができます。 

 

●老齢基礎年金の計算方法 

20 歳から 60 歳になるまでの 40 年間の国民年金の納付月数や厚生年金の

加入期間等に応じて年金額が計算されます。 

 

[計算式] 

777,800円×(保険料納付済期間＋免除期間)÷480 月(40 年×12 月) 

 

[本問の場合] 

 
 

・20歳から60歳になるまでの40年間(480月)で計算しますので、厚生年金加

入期間が65歳まで記載されていますが、60歳までで計算します。 

 

・20歳から22歳まで未加入期間がありますので、保険料納付済期間は480月

-29月=451月となります。 

 

777,800円×451 月/480 月=730,807.9...円 

                  

 

 

したがって正解は、1 

  



《問 2》 次に、M さんは、A さんおよび妻 B さんが受給することができる公的

年金制度からの老齢給付について説明した。M さんの A さんに対する説明

として、次のうち最も不適切なものはどれか。 

 

1) 「A さんおよび妻 B さんには、特別支給の老齢厚生年金の支給はありま

せん。原則として、65 歳から老齢基礎年金および老齢厚生年金を受給する

ことになります」 

 

2) 「A さんが 65 歳から受給することができる老齢厚生年金の額には、妻 B

さんが 65 歳になるまでの間、配偶者の加給年金額が加算されます」 

 

3) 「A さんが 60 歳 0カ月で老齢基礎年金および老齢厚生年金の繰上げ支

給を請求した場合、年金の減額率は 30%となります」 

 

 

  



【答え】 

1) 適切 

●特別支給の老齢厚生年金が支給要件 

・男性の場合、昭和 36 年(1961 年)4 月 1 日以前に生まれたこと。 

・女性の場合、昭和 41 年(1966 年)4 月 1 日以前に生まれたこと。 

 

[本問の場合] 

A さんは、1963 年 6 月 25 日生まれ 

妻 B さんは、1973 年 5 月 10 日生まれ 

2人とも、要件を満たしていませんので、特別支給の老齢厚生年金は支給さ

れません。 

 

2) 適切 

●加給年金の支給要件 

厚生年金保険の被保険者期間が 20 年以上ある方が、65 歳到達時点で、そ

の方に生計を維持されている配偶者または子(18歳になって最初の 3 月 31

日まで)がいるときに加算されます。 

 

[本問の場合] 

A さんは厚生年金保険の被保険者期間が 20 年以上で、妻 B さんが年下で

すので、加給年金の支給対象となります。 

 

 

3) 不適切 

●年金の繰上げ支給 

本来65歳からの年金受給を最長60歳まで繰り上げることができます。 

 

・60歳で繰上げ支給を申し出る場合 

1月あたり0.4％の減額となり、１２ケ月×0.4％×最大５年＝24％減額となりま

す。 

 

したがって正解は、3 

  



《問 3》 最後に、M さんは、国民年金の学生納付特例制度(以下、「本制度」

という)について説明した。M さんが、A さんに対して説明した以下の文章の

空欄①~③に入る語句または数値の組合せとして、次のうち最も適切なもの

はどれか。 

 

「本制度は、国民年金の第 1 号被保険者で大学等の所定の学校に在籍す

る学生について、( ① )の前年所得が一定額以下の場合、所定の申請に基

づき、国民年金保険料の納付を猶予する制度です。なお、本制度の適用を

受けた期間は、老齢基礎年金の( ② )されます。 

本制度の適用を受けた期間の保険料は、( ③ )年以内であれば、追納する

ことができます。ただし、本制度の承認を受けた期間の翌年度から起算して、

3 年度目以降に保険料を追納する場合には、承認を受けた当時の保険料額

に経過期間に応じた加算額が上乗せされます」 

 

 

1) ① 世帯主    ② 受給資格期間に算入  ③ 5 

2) ① 学生本人  ② 受給資格期間に算入  ③ 10 

3) ① 世帯主    ② 年金額に反映        ③ 10 

 

 

  



【答え】 

1) 適切 

学生納付特例制度は、学生本人の前年所得が一定額以下の場合、所定の

申請に基づき、国民年金保険料の納付を猶予する制度です。 

 

 

2) 不適切 

 

学生納付特例制度は、受給資格期間に算入されますが、年金額には反映さ

れません。 

 

 

3) 不適切 

国民年金保険料の追納制度は、最大 10 年間遡って追納することができま

す。 

 

 

したがって正解は、2 

  

 老齢基礎年金 年金額 障害基礎年金 

遺族基礎年金 

納付 受給資格期間

への算入 

年金額への 

反映 

受給資格期間

への算入 

全額免除 〇 〇 〇 

一部免除 〇 〇 〇 
学生納付特例制度 

納付猶予制度 
〇 × 〇 

未納 × × × 



【第 2 問】 次の設例に基づいて、下記の各問《問 4》~《問 6》に答えなさい。  

 
  



《問 4》 はじめに、M さんは、がんの保障の見直しについて説明した。M さん

の A さんに対する説明として、次のうち最も不適切なものはどれか。 

 

1) 「がんは、再発のリスクがあり、治療期間が長期にわたるケースもありま

す。そのため、がんの保障を準備する際には、再発時の保障の有無やその

内容を確認する必要があります」 

 

2) 「A さんが X 生命保険のがん保険に加入した当時と比べて、がんによる

入院日数は短期化し、通院により治療が行われる場合も多くなっています。

入院日数の長短にかかわらず一定額を受け取ることができる保障を準備す

ることは検討に値します」 

 

3) 「提案を受けたがん保険の保険料払込期間を終身払込から有期払込に

変更することで、毎月の保険料負担は減少し、保険料の払込総額も少なくな

ります」 

 

  



【答え】 

1) 適切 

本問の通り、 

がんは、再発のリスクがあり、がんの保障を準備する際には、再発時の保障

の有無やその内容を確認する必要があります 

 

 

2) 適切 

本問の通り、 

がんによる入院日数は短期化し、通院により治療が行われる場合も多くなっ

ています。 

 

 

3) 不適切 

・有期払い 

保険料の払い込みが一定年齢または一定期間で満了する方法です。 

 

・終身払い 

保険料を被保険者が死亡するまで支払い続ける方法です。 

 

有期払いと終身払いを比較すると、 

有期払いの方が、毎回の保険料が高くなります。 

(終身払いは一生涯払い続ける代わりに、毎回の支払は有期払いよりも安く

なります。) 

 

本問では、「有期払込に変更することで、毎月の保険料負担は減少し」と説

明されていますので、不適切となります。 

 

 

したがって正解は、3 

  



《問 5》 次に、M さんは、A さんが提案を受けたがん保険の保障内容等につ

いて説明した。M さんの A さんに対する説明として、次のうち最も適切なもの

はどれか。 

 

1) 「A さんが生まれて初めて所定のがん(悪性新生物)に罹患した場合、が

ん診断給付金 100万円を受け取ることができます。ただし、通常、がんの保

障については契約日から 6カ月間の免責期間があります」 

 

2) 「A さんががん診断給付金を受け取った場合、当該給付金は非課税所得

として扱われます」 

 

3) 「先進医療の治療を受けた場合、診察料、投薬料および技術料は全額自

己負担になります。重粒子線治療や陽子線治療など、技術料が高額となる

ケースもありますので、がん先進医療特約の付加をお勧めします」 

 

  



【答え】 

1) 不適切 

がんの保障は、通常 90 日間または 3 ヶ月の免責期間が設けられています。 

 

本問では、「6 ヶ月」と説明されていますので、不適切となります。 

 

 

2)適切 

ケガや病気など身体の傷害に基因する支払いを受ける保険金は、非課税と

なります。 

 

 

3) 不適切 

先進医療の治療を受けた場合、技術料は全額自己負担ですが、診察料や

投薬料は公的医療保険の給付対象となります。 

 

 

 

したがって正解は、2 

 

  



《問 6》 最後に、M さんは、全国健康保険協会管掌健康保険の高額療養費

制度について説明 した。M さんが、A さんに対して説明した以下の文章の

空欄①~③に入る語句または 数値の組合せとして、次のうち最も適切なもの

はどれか。 

 

「A さんに係る医療費の一部負担金の割合は、原則として( ① )割となります 

が、( ② )内に、医療機関等に支払った医療費の一部負担金等の合計が自

己負担 限度額を超えた場合、所定の手続により、自己負担限度額を超えた

額が高額療養費として支給されます。この一部負担金等の合計には、差額

ベッド代、入院時の食事代、先進医療に係る費用等は含まれず、70 歳未満

の者の場合、原則として、医療機関ごとに、入院・外来、医科・歯科別に一部

負担金等が( ③ )円以上のものが計算対象となります」 

 

1) ① 1  ② 同一月  ③ 12,000 

2) ① 3  ② 同一月  ③ 21,000 

3) ① 3  ② 同一年  ③ 12,000 

 

  



【答え】 

① 

・療養の給付  

日常生活(業務外)の病気やケガについて、診察や投薬などの医療行為を受

けることができる。 

 

区分 自己負担額 

6 歳未満 ・２割 

6 歳〜69歳 ・３割 

70 歳〜74 歳 ・2割 

・現役並み所得者      ３割 

75 歳以上 

(後期高齢者医療制度) 

・一般所得者           1割 

・一定以上の所得がある者 2割 

・現役並み所得者      3割 

 

A さんは、52 歳ですので、自己負担割合は 3割です。 

 

 

② 

●高額療養費 
月間の医療費の自己負担額が同一月に一定額(自己負担限度額)を超えた

場合、その超過額について請求すれば、あとで健康保険から支給されます。 
70歳未満(69歳以下)の自己負担額は被保険者の所得水準により、分けられ

ます。 

 

 

③ 

高額療養費の計算は、70 歳未満の場合、医療機関ごとに、入院、外来、医

師、歯科別に一部負担金等が 21,000円以上のものが対象です。 

 

したがって正解は、2 

  



【第 3 問】 次の設例に基づいて、下記の各問《問 7》~《問 9》に答えなさい。  

 
  



《問 7》 仮に、将来 X社が A さんに役員退職金 6,000万円を支給した場

合、A さんが受け取る役員退職金に係る退職所得の金額として、次のうち最

も適切なものはどれか。なお、A さんの役員在任期間(勤続年数)を 33 年と

し、これ以外に退職手当等の収入はなく、障害者になったことが退職の直接

の原因ではないものとする。 

 

1) 1,710万円  

2) 2,145万円  

3) 4,290万円 

 

  



【答え】 

●退職所得控除額の計算式 

勤続年数 退職所得控除額 

20年以下 40万×勤続年数（最低80万円） 

20年超 70万円×（勤続年数‐20年）＋800万円 

 

＊勤続年数1年未満の端数は1年として切り上げます。 

 

[本問の場合] 

Aさんの勤続年数33年0ヶ月です。 

 

70万円×（33年‐20年）＋800万円=1,710万円 

 

 

●退職所得の計算式 

退職所得＝（収入金額‐退職所得控除額）×1/2 

 

(6,000万円-1,710万円)×1/2=2,145万円 

 

 

したがって正解は、2 

  



《問 8》 M さんは、<資料 1>の長期平準定期保険について説明した。M さん

の A さんに対する説明として、次のうち最も適切なものはどれか。 

 

1) 「当該生命保険の単純返戻率(解約返戻金額÷払込保険料累計額)は、

保険期間の経過に伴って徐々に上昇し、保険期間満了時にピークを迎えま

す」 

 

2) 「X社が当該生命保険を A さんが 65 歳のときに解約した場合、解約時

点における払込保険料累計額と解約返戻金額との差額を雑損失として経理

処理をします」 

 

3) 「契約者貸付制度を利用することにより、当該生命保険を解約することな

く、資金を調達することができます。ただし、契約者貸付金には、保険会社所

定の利息が発生し ます」 

 

  



【答え】 

1) 不適切 

長期平準定期保険の単純返戻率は、保険期間の途中でピークを迎え、満期

に近づくにつれ逓減していき、満期時には 0 になります。 

 

 

2) 不適切 

●長期平準定期保険の経理処理 

前半 6割の期間は、払込保険料の 2分の 1 を損金へ、残りの 2分の 1 は前

払保険料として資産計上されます。 

 

[本問の場合] 

65 歳時の払込保険料累計額 6,000万円で、その半分に当たる 3,000万円

が資産計上されます。 

解約返戻金額 5,500万円から資産計上 3,000万円を差し引くと 2,500万円

を雑収入として計上します。 

 

 

3) 適切 

本問の通り、 

契約者貸付制度とは、生命保険を利用して、銀行からではなく、保険会社か

ら、解約返戻金の所定の範囲内でお金を借りることができる仕組みです。 

 

 

したがって正解は、3 

 

  



《問 9》 M さんは、<資料 2>の定期保険について説明した。M さんの A さん

に対する説明として、次のうち最も不適切なものはどれか。 

 

1) 「X社が受け取る死亡保険金は、借入金の返済や運転資金等の事業資

金として活用することができ、長期平準定期保険と比べて、割安な保険料で

当面の死亡保障を準備することができます」 

 

2) 「当該生命保険の払込保険料は、その全額を損金の額に算入することが

できます」  

 

3) 「当該生命保険を 10 年後に更新する場合、保障内容が同一であれば、

年払保険料の額は変わりません」 

 

  



【答え】 

1) 適切 

無配当定期保険は、貯蓄性がないため、少ない保険料で保障を受けられま

す。 

長期平準定期保険と比べて、割安な保険料で当面の死亡保障を準備するこ

とができます。 

 

 

2) 適切 

最高解約返戻率が 50%以下のものは、全額を損金算入することができます。 

 

 

3) 不適切 

更新型の定期保険は、更新時点の年齢で支払い保険料の再計算が行われ

るため、同じ保障内容であれば、更新後の支払い保険料は更新前よりも高く

なります。 

 

 

したがって正解は、3 

 

  



【第 4 問】 次の設例に基づいて下記の各問《問 10》~《問 12》に答えなさい。  

 
  



《問 10》 A さんの 2022 年分の所得税における総所得金額は、次のうちどれ

か。 

 1)  592万円  

 2)  642万円  

 3)  780万円   

 

 
  



【答え】 

・総所得金額 

 総合課税の所得を合計し、損益通算した後の金額のことを言います。 

 

・損益通算 

 所得税額を計算する際に、不動産所得・事業所得・山林所得・譲渡所得の

金額に損失が生じた場合、その損失額をほかの所得の金額から控除するこ

とを言います。 

 

[本問の場合] 

給与所得と一時所得(一時払変額個人保険の解約返戻金)は総合課税で

す。 

 

●給与所得 

給与収入-給与所得控除=給与所得 

給与所得控除=780万円×10%+110万円=188 万円 

給与所得=780万円-188 万円=592万円 

 

 

●一時所得 

一時所得=総収入額-総支出額-特別控除50万円 

550万円-500万円-50万円=0万円 

 

 

総所得金額=592万円 

 

 

したがって正解は、1 

  



《問 11》 A さんの 2022 年分の所得税の課税に関する次の記述のうち、最も

適切なものはどれか。 

 

1) 「A さんが受け取った一時払変額個人年金保険の解約返戻金は、源泉

分離課税の対象となります」 

 

2) 「A さんが適用を受けることができる配偶者控除の額は、38 万円です」  

 

3) 「A さんが適用を受けることができる扶養控除の額は、63万円です」 

 

  



【答え】  

1) 不適切 

一時払変額個人年金を 5 年以内に解約した解約返戻金は、一時所得として

総合課税の対象です。 

 

 

2) 適切 

配偶者控除は、生計を一にする配偶者の合計所得金額が48万円以下で納

税者本人の所得が1,000万円以下である場合に適用されます。 

合計所得金額が900万円以下の場合、一般控除対象配偶者は38万円となり

ます。 

控除を受ける納税者本人の

合計所得金額 

控除額 

一般の控除対象

配偶者 

老人控除対象配偶者 

900万円以下 38万円 48万円 

900万円超950万円以下 26万円 32万円 

950万円超1,000万円以下 13万円 16万円 

 

よって、A さんの合計所得金額は 900 万円以下で、妻 B さん(43 歳)は配偶

者控除 38 万円の適用対象です。 

 

 

  



3) 不適切 

●扶養控除…扶養親族の合計所得金額が48万円以下である場合、配偶

者以外の親族は、一定金額の所得控除が受けられます。 

 対象者 控除額 

一般扶養者 扶養家族で 

16歳以上70歳未満 

38万円 

特定扶養者 扶養家族で 

19歳以上23歳未満 

63万円 

老人扶養者 扶養家族で 

70歳以上 

同居親族→58万円 

それ以外→48万円 

 

[本問の場合] 

本問では長女 C さん(16 歳)が一般扶養者となり、控除額は 38 万円となりま

す。 

 

 

したがって正解は、2 

 

  



《問 12》 住宅借入金等特別控除に関する以下の文章の空欄①~③に入る

語句または数値の組合せとして、次のうち最も適切なものはどれか。 

 

i)「A さんの場合、2022 年分の所得税に係る住宅借入金等特別控除の控除

額は、『住宅ローンの年末残高×( ① )%』の算式により算出され、住宅借入

金等特別控除の控除期間は、最長で( ② )年間となります」 

 

ii)「住宅借入金等特別控除の適用を受ける最初の年分は、所得税の確定申

告を行う必要があります。確定申告書は、A さんの( ③ )を所轄する税務署

長に提出します」 

 

1) ① 0.7  ② 13  ③ 住所地 

2) ① 1.0  ② 10  ③ 住所地 

3) ① 0.7  ② 10  ③ 勤務地 

 

  



【答え】 

① 

住宅ローン控除の額は、年末のローン残高の 0.7%相当額です。 

 

 

② 

住宅ローン控除の適用を受けられる期間は、新築の場合、最長 13 年間で

す。 

 

③ 

確定申告書は、納税者の住所地を所轄する税務署長に提出します」 

 

 

したがって正解は、1 

 

  



【第 5 問】 次の設例に基づいて下記の各問《問 13》~《問 15》に答えなさい。  

 
 

 

  



《問 13》 遺言に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1) 「遺言により、A さんの全財産を妻 B さんに相続させた場合、兄 C さんが

遺留分侵害額請求権を行使する可能性があります」 

 

2) 「A さんは、自身が作成した自筆証書遺言を法務局(遺言書保管所)に預

けることができます」 

 

3) 「A さんが公正証書遺言を作成する場合、証人 2人以上の立会いが必要

となりますが、妻 B さんは証人になることはできません」 

 

  



【答え】 

1) 不適切 

兄弟姉妹に遺留分はありませんので、遺言により遺留分を侵害することはあ

りません。 

 

 

2) 適切 

自筆証書遺言は、検認が必要ですが、自筆証書遺言保管制度を利用し、法

務局に保管した場合は検認不要となります。 

 

 

3) 適切 

公正証書遺言は、証人が2人以上ですが推定相続人は証人になることはで

きせん。推定相続人とは、現在の状況で相続が発生した場合、遺産を相続

するはずの人です。 

 

よって、妻Bさんは、法定相続人のため、推定相続人にはなれません。 

 

 

したがって正解は、1 

 

  



《問 14》 仮に、A さんの相続が現時点(2023 年 5 月 28日)で開始し、A さん

の相続に係る課税遺産総額(課税価格の合計額-遺産に係る基礎控除額)が

2億円であった場合の相続税の総額は、次のうちどれか。 

 

 1)  4,600万円  

 2)  5,100万円  

 3)  6,300万円     

 

 
  



【答え】 

[法定相続人] 

配偶者は、常に法定相続人となり、親族は、子・直系尊属・兄弟姉妹の順に、

先の順位者がいない場合に、法定相続人となります。 

 

本問では、妻Bさん・兄Cさんとなります。 

 

[法定相続分] 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 

妻Bさん：3/4 

兄Cさん：1/4 

 

妻Bさん：2億×3/4=1億5,000万円 

兄Cさん：2億×1/4=5,000万円 

 

[各人の相続税額の算出] 

妻Bさん：1億5,000万円×40%-1,700万円=4,300万円 

兄Cさん：5,000万円×20%-200万円=800万円 

 

[相続税の総額] 

4,300万円+800万円=5,100万円 

 

 

したがって正解は、2 

 

  



《問 15》 現時点(2023 年 5 月 28日)において、A さんの相続が開始した場

合に関する以下の文章の空欄①~③に入る語句または数値の組合せとし

て、次のうち最も適切なものはどれか。 

 

i)「妻 B さんが自宅の敷地を相続により取得し、当該敷地の全部について、

『小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例』の適用を受け

た場合、減額される金額は( ① )万円となります」 

 

ii)「『配偶者に対する相続税額の軽減』の適用を受けた場合、妻 B さんが相

続により取得した財産の金額が、配偶者の法定相続分相当額と 1億 6,000

万円とのいずれか( ② )金額までであれば、原則として、妻 B さんが納付す

べき相続税額は算出されません」 

 

iii)「相続税の申告書は、原則として、相続の開始があったことを知った日の

翌日から( ③ )カ月以内に、A さんの死亡時の住所地を所轄する税務署長

に提出なければなりません」 

 

1) ① 3,500  ② 少ない  ③ 10 

2) ① 5,600  ② 少ない  ③  3 

3) ① 5,600  ② 多い    ③ 10 

 

 

  



【答え】 

① 

[小規模宅地の特例の限度面積・減額割合] 

区分 限度面積 減額割合 

居住用 特定居住用宅地 330㎡ 80% 

 

事業用 

特定事業用宅地 400㎡ 80% 

特定同族会社事業用

宅地 

400㎡ 80% 

貸付事業用宅地 200㎡ 50% 

限度面積 330㎡ですので、自宅敷地 330㎡の全部が減額対象となります。 

 

減額される額=7,000万円×80%=5,600万円 

 

 

② 

配偶者に対する相続税額の軽減適用を受けた場合、配偶者が相続した課

税対象の遺産の額が1億6,000万円まで、もしくは配偶者の法定相続分まで

のいずれか多い金額までは、相続税が課税されません。 

 

 

③ 

相続税の申告書は、その相続の開始があったことを知った日の翌日から 10

ヶ月以内に、被相続人の住所地を所轄する税務署長に提出しなければなり

ません。 

 

したがって正解は、3 

 

-終- 


